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李明博大統領，内憂外患のなかの出帆

に かい ひろ ゆき おく だ さとる

二 階 宏 之・奥 田 聡

概 況

２００８年は李明博大統領にとっては試練の年，国民にとっては失望の年であった。

速度を重視する李大統領の政策に国民が反発し，アメリカ産牛肉問題に端を発す

るキャンドル集会へと発展した。また，与野党の軋轢は収まるところを知らず，１２

月にはハンナラ党の強引な法案通過に対して民主党が暴力行為に及ぶなど，国会

の混乱が２００９年にまで引き続いた。第１８代国会総選挙も与野党およびハンナラ党

内のつぶし合いだけが目立った。国民の選挙への関心は薄れ，過去最低の投票率

に終わった。

韓国経済にとっての２００８年は混乱の１年であった。経済成長率は２．５％に終わ

った。前半には物価の高騰，後半にはリーマンショック後の相次ぐ危機説，そし

て実体経済の悪化などに翻弄され続けた。国際収支は赤字基調に転じ，株式，為

替はいずれも大きく値を下げた。物価高が国民生活を直撃し，企業は為替差損に

悩まされた。斬新な経済政策に期待が集まった新政権は，牛肉騒動や危機説への

対応に追われてその持ち味を経済政策に表すことなく越年した。

外交面では，南北関係が硬直化した半面，対日，対米については良好な関係を

築いた。朝鮮民主主義人民共和国（北朝鮮）は李明博政権の「非核・開放・３０００構

想」に対して，真っ向から反発をみせ，双方の歩み寄りはないまま，非難合戦に

明け暮れた。金剛山観光客射殺事件，開城工業団地の通行遮断などが南北関係に

大きな打撃を与え，南北経済協力事業の推進に影を落とした。李大統領は日本に

対して過去の歴史を糾明することは避け，関係改善に努めた。韓米首脳会談では

キャンプ・デービッドに韓国の大統領として初めて招待され，韓米の緊密な関係

が強まった。また，アメリカ，日本のほか，中国，ロシアとも首脳会談を行い，４

強外交の基盤を固めた。

２００８年の韓国
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国 内 政 治

李明博政権の発足

２００７年１２月１９日の第１７代大統領選挙で圧倒的な勝利を収めた李明博（ハンナラ

党）は，２００８年２月２５日に大統領に就任した。２００８年１月１４日，李明博は新年の

記者会見で，政府組織の改編と規制改革方針を明らかにするとともに「和合のな

かの変化」を強調し，経済運営，外交および南北関係，教育など新政府の国政運

営の方向性を示した。李明博は大統領職引継委員会発足当初から政策実行におけ

る速度と具体性を強調した。大統領職引継委員会は発足１カ月で業務報告日程を

完了し，政府組織法再編案や大学自律化３段階案など新たな政策を打ち出した。

２月２２日に大統領職引継委員会は任務を終え解散した。大統領職引継委員会は新

２００８年の韓国
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政権の５大国政指標として，仕える政府，活気に満ちた市場経済，能動的福祉，

人材大国，成熟した世界国家を定め，これを達成するために２１大戦略と１９３の国

政課題を確定した。

２月２５日の大統領就任式で李大統領は，就任演説のなかで「先進化元年」を宣

言し，「理念の時代」を超え「実用の時代」に進むべきだと強調した。また，経

済再生を最優先し，高度成長による雇用創出の必要性を指摘した。一方，新たな

外交指標としては「グローバル外交」を掲げ，資源外交の重要性を強調した。韓

米関係については，これを未来指向的同盟関係に発展させ，日本，中国，ロシア

ともそれぞれ協力関係を強化すると述べた。北朝鮮との関係については，理念と

いうものさしではなく，実用のものさしで問題解決に当たるとし，大統領選中に

示した対北朝鮮支援公約「非核・開放・３０００構想」のとおり，北朝鮮が核放棄，

開放に進めば大型の経済協力事業を実行し，南北首脳はいつでも会い，心を開い

て話し合うべきだと述べた。

組織改編問題で混乱

第１７代大統領職引継委員会は２００７年１２月２６日に発足した。大統領職引継委員会

第１回全体会議で李明博は，「白紙の上に絵を描く創造的な姿勢で，順番を定め

て仕事をし，言葉よりも行動で運営して欲しい」と語った。過去５年間の盧武鉉

政権下で肥大した行政組織をスリム化するために，政府組織改編と，公企業の民

営化，規制改革を通じて，小さく効率的な政府の実現を求めた。大統領職引継委

員会は２００８年１月１６日に，１８部４処１８庁１０委員会の中央行政組織を１３部２処１７庁

５委員会に調整する内容の政府組織法改正案を発表した。このなかで，統一部，

女性家族部，海洋水産部の廃止について大統合民主新党や民主労働党などの野党

が反発した。最大の焦点となったのが統一部の廃止案であった。これは，統一部

が今まで一括して行ってきた南北関連業務を，外交通商部や国家情報院などの他

省庁に分散させるというものであった。また，盧大統領が政府組織改編は次期大

統領が行うべきだと主張し，拒否権の行使を示唆したため，情勢がさらに混沌と

した。ハンナラ党と統合民主党の交渉が難航するなか，李明博は２月１８日に，組

織改編前の政府組織法の枠組みにおいて１３官庁の長官と国務委員内定者２人の組

閣リストを電撃的に発表した。国会は２月２２日の本会議で，海洋水産部を廃止し

統一部と女性部を存続し，「１８部４処１８庁４室１０委員会」から「２院１５部２処１８

庁３室５委員会」に縮小する内容の政府組織法改正案を可決した。

李明博大統領，内憂外患のなかの出帆
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内閣人事，支持率急落，公認問題で波乱の船出

閣僚人事の失敗と公認候補選出をめぐる与党ハンナラ党の内紛で，出発当初か

ら李政権の歩みは苦難の連続であった。

閣僚および青瓦台主要ポスト人事については，大統領就任当初におけるもたつ

きのほか，２００８年中にも２回の交代を行うなど，跛行ぶりが目立った。李大統領

就任当初には，政府組織改編作業の遅れにともなう閣僚任命遅延があったほか，

閣僚候補の就任辞退が相次いだ。２月２４日には不動産投機疑惑で李春鎬女性部長

官候補が早々と入閣を辞退し，２７日には不動産投機疑惑や子供の二重国籍問題な

どで南柱洪統一部長官候補と朴銀瓊環境部長官候補が入閣を辞退した。新内閣閣

僚には高額所得者が多かったことから，「カンブジャ内閣」（カンブジャ＝ソウル

江南地区の不動産を所有する金持ちのこと）という有名人の名前をもじった隠語

で呼ばれ不評を買った。その後も李政権への逆風は続き，閣僚等人事の改編を余

儀なくされた。後述のとおり，李政権のアメリカ産牛肉輸入問題をめぐる対応に

世論が反発，５月以降の大規模なキャンドル集会へと発展した。７月にも北朝鮮

の金剛山での韓国人観光客射殺事件，日本の社会科教科書への竹島（韓国名・独

島）記述問題などが続き，国民の李政権への支持は急落した。このようななか，５

月と６月に李大統領は国民との意思疎通ができていなかったことでキャンドル集

会を拡大させた責任を認め，謝罪した。これらと関連して，李大統領は６月２０日

には青瓦台首席秘書の全面交代，８月６日には内閣３閣僚の交代を行った。李大

統領への支持率は，政権出帆直前の２月２３日には７５．１％（KBS調べ）の高さであ

ったが，輸入牛肉問題，金剛山での韓国人観光客射殺事件などを経た後の７月１８

日時点での支持率は１７．８％（CBS調べ）へと急落した。これは政権出帆の後半年

も経たない時点での支持率としては異例の低さである。

第１８代国会総選挙の公認推薦に当たっての与野党の審査が始まると，大物現職

議員が相次ぎ公認から脱落した。ハンナラ党が金武星をはじめとする側近を公認

候補から脱落させたことに対して朴槿恵は，「結局私はだまされ，国民もだまさ

れた」と強く批判した。与党の公認審査で公認から外された現職議員は４２人に上

り，そのうち李明博陣営は２１人，朴槿恵陣営１６人であった。李大統領の側近でも

当選５回の金徳竜議員や当選３回の孟亨奎議員，朴啓東議員などの有力議員が脱

落した。しかし，審査を通過した公認候補者の大半は李明博陣営に属する者であ

り，この点に朴陣営は強い不満を抱いた。与党の公認候補２４５人のうち，李陣営

は１５７人で朴槿恵陣営は４４人と大差があった。朴槿恵陣営の議員らは３月１７日，

２００８年の韓国
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与党ハンナラ党を離党して「親朴連帯」と「無所属連帯」を結成し総選挙に出馬

する方針を固めた。このような党の分裂を懸念した姜在渉代表は３月２３日に総選

挙に出馬しないことを決めた。不出馬を宣言したのは公認が間違ったのではなく，

党を団結させるためだと強調した。

一方，ハンナラ党以上に熾烈を極めたのが統合民主党の公認であった。金大中

元大統領の二男の金弘業議員，朴智元・元青瓦台秘書室長などが公認候補から脱

落した。また，金大中系と旧民主党系が事実上消滅し，鄭東泳系も大きく勢力が

衰えた。一方，孫鶴圭代表支持者は１人も脱落せず，３８６世代（１９８０年代の学生運

動に参加した６０年代生まれの人たちで，進歩的・反米的傾向が強いとされる）や

盧武鉉・前大統領寄りのグループも比較的順調に公認を確保した。

第１８代総選挙でハンナラ党辛勝

第１８代国会総選挙の投票は４月９日に行われた。投票率は４６％で歴代選挙のな

かで最低であった。結果は表１のとおりである。ハンナラ党が２９９議席中１５３議席

を得てかろうじて単独過半数を確保した。この選挙では，有権者がいっそうの政

治的安定を求めて李大統領率いる与党を信任するか，あるいは政権出帆当初に高

い支持率を誇った李政権への牽制を狙って野党支持に回るかが注目された。この

「安定論」と「牽制論」に対する国民の審判は「安定論」に下り，前回の総選挙

に引き続き「与大野小」の国会が発足した。

ハンナラ党は，前回の総選挙で不調であったソウル地区と京畿道地区で満遍な

く得票して議席を確実に獲得したことが勝利につながった。当初は大統領選の勢

いを引き継ぎ圧勝するものと予想されたが，選挙前の組織改編や内閣人事の問題，

表１ 第１８代国会総選挙政党別議席数

政党 地域区（２４５） 比例代表（５４） 合計（２９９）

統合民主党
ハンナラ党
自由先進党
民主労働党
創造韓国党
親朴連帯
無所属

６６
１３１
１４
２
１
６
２５

１５
２２
４
３
２
８
０

８１
１５３
１８
５
３
１４
２５

（出所） 『朝鮮日報』２００８年４月１１日付。
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朴槿恵との公認抗争が響き，辛勝に終わった。

進歩系野党は総崩れであった。統合民主党の敗因は，投票率が低かったこと，

経済以外の公約がなかったこと，孫鶴圭，鄭東泳の２人体制で求心力を失ったこ

となどが挙げられる。選挙前，統合民主党は１００議席の獲得を目標にしていたが，

首都圏での惨敗が響き，８１議席にとどまった。前回の総選挙で波乱を巻き起こし

た進歩政党の民主労働党は，北朝鮮との関係をめぐる路線対立に端を発する党分

裂が響き，５議席にとどまった。

一方，保守系野党は健闘した。李会昌氏率いる保守系野党の自由先進党は忠清

道で票を稼いで１８議席を獲得し，国政運営のキャスティングボードを握ることと

なった。ハンナラ党公認から外された親朴連帯も朴槿恵への根強い人気から多く

の票を集め，１４議席を獲得して健闘した。

今回の選挙でも世代交代の流れは鮮明であった。ハンナラ党では李大統領側近

である李在五最高委員，李方鎬事務総長が落選した。統合民主党は孫鶴圭代表が

ハンナラ党の朴振議員に，鄭東泳・元統一部長官がハンナラ党の鄭夢準議員に敗

れ，金槿泰議員，韓明淑・元総理などの大物議員や前回の総選挙で台頭した３８６

世代の落選も目立った。

比例代表区政党別得票率を地域別にみてみると，今回も地域色を反映した結果

となった。大邱市や慶尚南北道においては，ハンナラ党とハンナラ党から離脱し

た親朴連帯を合わせた得票率が約６０～８０％に上り，この地方における有権者らの

保守志向の根強さが改めて示された。一方，統合民主党は，光州市，全羅南北道

で約６０～７０％を獲得し，進歩勢力の地盤の強さをみせた。一方，前回の総選挙に

おいて全地域で１０％以上を獲得した民主労働党は，今回は，１０％を上回る地域は

３つにとどまり不振であった（表２）。

今回の選挙で注目すべき点は，投票率が全国規模の選挙で過去最低となったこ

とである。投票率は４６％で前回の総選挙に比べると１４．６％も低く，とくに大都市

の低迷が目立った。投票率低下の原因としては，大統領選挙の直後で大きな政治

的争点がなかったこと，政治家への不信などが挙げられる。政党の内紛ばかりを

目の当たりにして，失望した有権者も多かったといえる。また，当日の天気が悪

かったことも投票率下押しの要因となった。

６月４日の地方自治体２首長と地方議員１２人を選ぶ再・補欠選挙ではハンナラ

党が惨敗した。ハンナラ党は地方自治体首長を選ぶ９選挙区のうち１選挙区しか

当選を果たせなかった。ハンナラ党の惨敗は，アメリカ産牛肉の輸入問題をめぐ

２００８年の韓国
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り国民の不満が増幅していたことが大きかった。

民主化抗争以来の大規模デモ

アメリカ産牛肉の輸入条件を定めるための韓米牛肉交渉が４月１８日に妥結した。

アメリカでは韓米自由貿易協定（FTA）交渉において韓国の牛肉市場開放幅が小さ

かったとの不満が根強く，韓国の牛肉輸入は自動車とともにアメリカにおける同

FTA批准における焦点のひとつであった。この時期に韓米間の牛肉交渉妥結が

目指されたのは，アメリカ議会でこう着状態にあった韓米 FTA批准案処理を促

進するためであった。

しかし，妥結直後に韓米首脳会談を控えたなかでアメリカ産輸入牛肉をほぼ全

面開放するとの妥結内容であったため，「拙速交渉であった」などとして統合民

主党などの野党が反発し，世論も不満を募らせた。４月末に狂牛病（牛海綿状脳

症）を扱ったテレビ番組が放送されると，インターネット上のブログへの書き込

表２ 第１８代国会総選挙比例代表区政党別得票率（市道別） （％）

地域 統合民主
党

ハンナラ
党

自由先進
党

民主労働
党

創造韓国
党

親朴連帯
その他政
党と無効
票

合 計
ソ ウ ル 市
釜 山 市
大 邱 市
仁 川 市
光 州 市
大 田 市
蔚 山 市
京 畿 道
江 原 道
忠 清 北 道
忠 清 南 道
全 羅 北 道
全 羅 南 道
慶 尚 北 道
慶 尚 南 道
済 州 道
議 席

２５．１７
２８．３１
１２．７３
４．９２
２４．５５
７０．３９
１８．６１
９．３３
２６．３７
１８．６１
２３．８８
１３．５４
６４．３０
６６．８９
５．６１
１０．５１
３０．２２
１５席

３７．４８
４０．２２
４３．５２
４６．５６
３９．６８
５．９０
２４．７８
４２．８６
４０．９２
４５．５２
３４．０１
２７．１２
９．２５
６．３５
５３．４５
４５．０３
３２．４０
２２席

６．８４
４．７９
５．１９
３．９５
６．１０
０．９３
３４．３４
３．３７
４．７３
６．３４
１３．７２
３７．７８
１．６４
１．０６
２．８９
４．２３
４．１７
４席

５．６８
３．７８
５．２８
３．２３
５．７９
９．３６
３．８７
１４．２４
４．８０
５．９４
５．６８
４．７０
７．４２
１０．０９
４．０９
１０．６２
９．９８
３席

３．８０
４．６３
３．７６
２．９１
４．３８
３．９０
３．６６
３．４８
４．３８
３．６６
３．３５
２．５４
２．９２
２．３０
２．３５
３．４２
５．０６
２席

１３．１８
１０．４４
２２．５７
３２．７４
１０．８６
１．２９
８．６５
１８．７１
１１．４４
１２．２９
１２．３３
７．２２
２．３４
１．７６
２３．５６
１７．９５
１２．２９
８席

７．８５
７．８３
６．９５
５．６９
８．６４
８．２３
６．０９
８．０１
７．３６
７．６４
７．０３
７．１０
１２．１３
１１．５５
８．０５
８．２４
５．８８
０席

（出所）『東亜日報』２００８年４月１１日付。
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みが集中した。韓国人は遺伝的に狂牛病にかかりやすく，ラーメンや化粧品，医

薬品からも伝染する，などというメッセージがブログ内を飛び交い，インターネ

ット上での李大統領弾劾署名は１００万人を超えた。

５月２日，ソウルの清渓広場に集まった青少年達がキャンドルを掲げてアメリ

カ産牛肉の輸入反対を叫んだ。これが，１９８７年の６・１０民主化抗争以来の大規模

デモともいわれたキャンドル集会の始まりだった。当初の集会では１０代の参加者

が多く，「キャンドル文化祭」という名前のとおりお祭り的な傾向が強かった。

集会の主役となった女子中高生たちは，携帯電話のショートメールを巧みに利用

して参加者を呼びかけた。集会の様子はインターネットで生中継され，これに刺

激された多様な階層の市民が次々と集会に向かうようになった。集会参加者には

乳母車を押す母親たちの姿などもみられた。

政府が世論の声を受け入れず輸入衛生条件の告示に踏み切る姿勢をみせると，

集会の性質は次第に政治的な様相を帯び過激化していった。デモ参加者は１０代の

学生から２０代，３０代の自営業者や会社員が中心となった。また，市民団体である

狂牛病国民対策会議などが組織的にデモを扇動するようになり，牛肉輸入反対運

動から政府の政策に反対する運動へと変貌していった。警察に頭を蹴られた女性

や，放射水で顔面を直撃されたデモ参加者の映像がインターネットで流れると，

警察の行動に対する非難の声が高まった。また，デモ隊の行動も過激化していっ

た。６月５日から始まった７２時間デモの際には，デモ隊が鉄パイプを使用する事

態が発生した。６・１０民主化抗争から２１周年目に当たる１０日には，最大規模の約

１０万人（警察推計，主催した狂牛病国民対策会議では参加者を７０万人と推定）がキ

ャンドル集会に参加した。キャンドル集会には一般市民のほか，統合民主党の孫

鶴圭代表や民主労働党の姜基甲議員らの野党政治家，全国民主労働組合総連盟，

全国教職員労働組合の労働組合員などが参加した。２６日午前９時にアメリカ産牛

肉の輸入衛生条件告示が官報に掲載されると，デモ参加者の一部が鉄パイプやハ

ンマーで警察バスを破壊し，空気銃で攻撃する事態が発生した。事態を重くみた

政府は２９日午後，法務部，行政安全部，文化体育観光部，労働部の各長官と国務

総理室長による国民向け対話を緊急発表し，暴力デモは厳正に司法処理すること

を明らかにした。デモの舞台となったソウル市庁前広場は警察によって封鎖され

た。鉄パイプを振り回して起訴された被告には懲役１年６カ月と罰金２０万ウォ
ン が言

い渡され，狂牛病国民対策会議などの幹部には逮捕令状が発行された。事態の収

拾を図るため，李大統領はブッシュ大統領に電話で，月齢３０カ月以上の牛肉が輸
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入されないよう要請し，韓米間の追加交渉でこれが実行に移されることとなった。

李大統領は５月２２日と６月１９日に牛肉輸入をめぐる事態の深刻化への責任を認め

て国民への謝罪を行った。

空転する国会

韓米牛肉交渉をめぐる混乱のなか，第１７代国会が５月２９日に閉幕した。韓米

FTA批准同意案は第１８代国会に持ち越され，盧武鉉時代の南北間合意に関連し

た法案なども自動的に廃案となった。家畜伝染病予防法改正をめぐる与野党の確

執は第１７代国会閉幕後も続き，統合民主党と自由先進党，民主労働党の野党３党

は６月４日，第１８代国会の開会を無期限に延長する方針を発表した。また，総選

挙時から尾を引いていた朴槿恵系議員の復党問題も解決をみていなかった。

これにより，第１８代国会は最初の臨時国会で議長を選出できないという建国６０

年史上初めての事態に陥った。国会議長（ハンナラ党の金炯�議員）が選出された
のは第１８代国会の任期開始後４２日目である７月１０日になってからであった。国会

の各委員会組織の構成にはさらに時間を要した。与野党は８月１９日，委員会構成

交渉の最大の障害となっていた家畜伝染病予防法を一括妥結し，ようやく委員会

組織の構成に関する交渉を終えた。この時点までに第１８代国会は８２日を空費した

ことになる。１０月には，コメ所得補�直接支払金の不正受け取り疑惑で李鳳和保
健福祉家族部次官が辞意を表明した。このため，不正受給に関する国政調査特別

委員会が４４日間にわたり開かれたが，証人採択に対する与野党の意見対立で順調

に進まず，聴聞会も開催できなかった。

年末に近づくと，韓米 FTA批准同意案や放送関連法案を年内に協議，処理し

たいハンナラ党は強硬措置に打って出た。ハンナラ党は，本会議で民主党（統合

民主党から改称）が欠席するなか，翌年度予算案を強行採決し，１２月１３日の本会

議で通過させた。さらに１８日には，国会外交通商統一委員会において，ハンナラ

党所属議員だけが出席するなかで韓米 FTA批准同意案を上程した。これに反発

した民主党議員らは，ハンマーで会議室のドアを開けようとし，乱闘騒ぎとなっ

た。与野党間の衝突は連日続き，民主党は２６日に国会議事堂本会議場を占拠した。

国会事務処は２６日，民主党議員の行為が特殊住居侵入罪に当たるとし，警察に侵

入経緯の調査を依頼した。与野党は対話で歩み寄りをみせず，金炯�国会議長が
国会法にもとづく「国会秩序維持権」を発動した。民主党は国会の占拠を続けた

まま，法案処理は翌年に持ち越されることになった。 （二階）
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経 済

マクロ経済情勢──終盤に急減速

韓国銀行の発表によれば，２００８年の実質 GDP（国内総生産）成長率は２．５％

で，２００７年の５．０％から大きく減速した（表３）。２００７年後半に表面化したアメリ

カのサブプライム問題の影響もあって，２００８年初からある程度の景気の減速は予

想されていた。だが，９月のリーマン・ブラザーズ破綻に端を発する株価・為替

の急落とその後の実体経済悪化が景況を当初の想定以上に大きく落ち込ませ，第

４四半期の GDP成長率はマイナス５．６％となった。韓国経済の四半期別成長率

が前期比でマイナスを記録したのは，２００３年第１四半期（マイナス６．０％）以来約

６年ぶりとなる。２００８年前半の輸入原材料価格の高騰は国民所得にも大きな爪あ

とを残した。生産・支出の総量を表す GDPに対外交易条件（輸出価格と輸入価

表３ 経済活動および支出項目別国内総生産成長率
（２０００年価格，前期比，％）

年間 ２００８

２００７ ２００８
第１
四半期

第２
四半期

第３
四半期

第４
四半期

国内総生産
（GDP）
非農林漁業
農 林 漁 業
製 造 業
建 設 業
サービス業
民 間 消 費
設 備 投 資
建 設 投 資
財 貨 輸 出
財 貨 輸 入
国内総所得
（GDI）

５．０

５．１
１．１
６．５
１．８
４．８
４．５
７．６
１．２
１２．０
１０．９

３．９

２．５

２．５
３．５
３．３
－２．０
２．３
０．５
－２．０
－２．７
４．６
３．９

－２．１

０．８

０．８
０．５
０．７
－０．５
０．５
０．４
－０．４
－１．４
－１．８
－１．９

－２．１

０．８

０．８
２．０
２．２
－２．４
０．５
－０．２
０．９
－１．０
４．３
４．２

１．４

０．５

０．６
－１．０
０．３
０．９
０．２
０．１
２．１
０．０
－１．９
－１．６

－３．１

－５．６

－５．９
１．７

－１２．０
－２．９
－１．２
－４．８
－１６．１
－４．０
－１１．９
－１３．０

－２．９

（注） 数値はすべて暫定値である。また，２００８年の四半期別数値は季節調整後の値である。
（出所） 韓国銀行「２００８年第４四半期および年間実質国内総生産（速報）」２００９年１月２２日。
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格の比）の変動にともなう損益を加味した GDI（国内総所得）は，２００８年の成長率

がマイナス２．１％と，GDPよりもさらに５ポイント近く減速した。これは，原油・

非鉄金属・食料などの輸入原材料価格が高騰したのに対して，これらコスト上昇

要因の輸出価格への転嫁が遅れたことで対外交易条件が悪化し，それにともなう

損失が発生したことによる。

産業別には，２００７年に好調であった製造業の落ち込みが著しい。２００８年の製造

業成長率は通年で３．３％（前年は６．５％）であったが，第４四半期には前期比マイナ

ス１２．０％となった。また，産業別ウェイトの約半分を占めるサービス業も製造業

の不振に影響されて第４四半期にマイナス成長を記録した。

支出項目別には，輸出，投資，消費の主要項目すべてが不振に陥った。輸出に

ついては，アメリカにおけるサブプライム問題の処理が長引いて時期が下るに従

い世界同時不況の様相を呈したことが大きな落ち込みにつながった。この結果，

２００８年の GDPベースでの輸出の伸びは４．６％（前年は１２．０％）に終わった。投資

は，建設投資の不振が続いたうえ，これまで比較的好調であった設備投資も第４

四半期の景気急減速のなかで大きな落ち込みをみせた。２００８年の建設，設備投資

の伸びはそれぞれマイナス２．７％，マイナス２．０％に終わった。とくに，設備投資

は第４四半期に前期比１６．１％と大幅な減少を記録した。また，不況時でも比較的

安定的に推移するとされる民間消費も０．５％の成長に終わった。アジア通貨危機

以後，韓国経済は内需の不振を外需の好調でカバーすることで成長率の底割れを

防いできたが，２００８年にはこのパターンが維持されなかったことになる。通関ベ

ースの貿易収支は，２００４年に２９４億ド
ルの黒字を記録した後，年々黒字幅は縮小し

たが，２００８年には原油価格高騰などの影響で１３３億ド
ルの赤字（前年は１４６億ド

ルの黒

字）を記録した。

物価，労働──物価高が国民生活に影響，大規模なリストラは回避

２００８年の物価は，輸入原材料価格の高騰がウォン安とあいまって国内に波及し，

近年にない大幅の上昇をみた。生産者物価と消費者物価の上昇率はそれぞれ８．６％，

４．７％で，前年の１．４％，２．５％に比べて大きく上昇した。消費者物価上昇のうち，

石油製品と加工食品の寄与率は１．０７ポイント，０．６５ポイントで，両者で消費者物

価上昇の３７％を説明する。ガソリンやインスタントラーメンなど日常生活に直結

する財の価格上昇が目立ったのが２００８年の特徴で，海外物価の上昇が家計を直撃

した形である。一方，賃金は景気後退を映して伸び悩んだ。全産業月収は２６７万
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２２００ウォン （第３四半期）で，前年同期比２．６％の伸びにとどまった。この間の物価上

昇を勘案すると，実質賃金はむしろ減少したことになる。しかし，景気悪化が雇

用に本格的な影響を及ぼすことは２００８年中にはなかった。２００８年の失業率は３．２％

で，前年と同率であった。雇用に関して注目されるのは，雇用維持への取り組み

が幅広くみられることで，既存社員の賃金を削減する代わりにアジア通貨危機当

時のような大規模解雇を回避したり新卒採用を維持したりするなどの動きがみら

れた。

企業収益──売上げ増えるも巨額の為替差損を計上

原材料価格の高騰，需要の減少そして金融・為替市場の混乱が企業の体力を奪

い始めた。韓国上場企業協議会の発表によれば，１２月決算企業の２００８年第１～３

四半期の売上と営業利益はそれぞれ前年同期比２５．３％，１５．２％増えた。しかし，

この間に発生した巨額の為替差損や支払金利を中心とする営業外損失が営業利益

の約３分の１を侵食し，純利益は逆に１９．６％減少した。為替差損はウォン安局面

で石油化学・航空・海運などの産業に構造的に発生するもののほか，企業の外貨

建債務や為替オプションの KIKO（ノックイン・ノックアウトの略。為替レート

が一定幅以上変動すると通貨オプション契約が自動的に解消され，購入者の損益

は青天井となる）などに起因しているものとみられる。純利益が赤字に転落した

上場企業は８５社と，前年の３２社に比べて大幅に増えた。業種別の損益状況をみる

と，鉄鋼製品価格上昇の恩恵を受けた鉄鋼・金属や石化製品の輸出が大幅に伸び

た化学の営業利益増加が目立った反面，燃料コスト増の直撃を受けた電気・ガス

や過当競争が目立つ通信，構造的な供給過剰と世界同時不況で半導体価格の下落

が目立つ電子では減益となった。また，ここに来て目立つのは大企業・中小企業

間の体力差である。１０大グループ所属企業（６４社）は不況にもかかわらず純利益を

３．８％伸ばしたのに対し，それ以外の企業（４９５社）の純利益は４０．５％減少し，企業

業績の二極化が鮮明となった。

第４四半期の企業業績は出揃っていないが，この時期に実体経済の冷え込みが

顕著となったことと，ウォン安効果がまだ十分に発現されていなかったことから，

同期の業績はそれ以前よりもかなり悪化し，通年業績を大きく下押しするものと

みられる。造船は１０月以降新規受注が大幅に減少し，１１月以降は石油化学，自動

車，鉄鋼，電子などの主力業種が軒並み操業停止あるいは生産削減に突入した。

この過程で双竜自動車の経営危機が表面化している。個別企業の決算状況をみる
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と，サムスン電子が半導体価格低迷の影響で第４四半期の営業損失９４００億ウォ
ン を計

上，２０００年の四半期決算発表開始以来初の赤字決算となった。韓国を代表する優

良企業の赤字決算は２００８年末における景況悪化が予想外に深刻であったことを表

すものとして，国内外に少なからぬ衝撃を与えている。現代自動車の第４四半期

営業利益も前年同期比８．９％減となった。

２００６年ごろから増え始めた円貨建ローンや KIKOは，当時のウォン高や円の低

金利を利用した債務の元利金返済負担の軽減や，ウォン高にともなう輸出手取り

額目減りへのヘッジを目的としたものであった。だが，これら金融商品を購入し

た企業の思惑に反して２００８年にはウォン安が進行したうえ，韓国が調達する外貨

資金への加算金利が急上昇したことでこれら企業は巨額の負担を背負った。中小

企業では存立に関わる影響を被った場合も多い。企業の新種金融商品に対する無

知が第一義的な問題ではあるが，金融機関がそれにつけ込んで手数料を稼いだと

の批判も巻き起こり，社会問題化した。

証券，為替──急激な変動が実体経済に悪影響

２００８年における証券，為替市場の変動は激しく，この年の激変する経済情勢を

象徴した。２００８年の株価指数は年初に１８９１．４５で始まった後，５月下旬以後は一

貫した下げ基調に入り，年末に１１２４．４７で引けた。年間の下落幅は４０．５％に達し

た。２００８年末の上場株式の時価総額は１年前の９２９兆ウォ
ン から５７６兆ウォ

ン へと縮小し，

３５３兆ウォ
ン が失われた計算となる。この株価下落の原因は外国人投資家の大量の売

りと，景気の先行きを悲観した国内投資家の買い余力の不足による。国際収支統

計によれば，外国人投資家の株式売り越し額は４０７億ド
ルに達する。これまで韓国

株の有力な買い手であった外国人機関投資家が売り一色に転じた背景には，アメ

リカでの株価暴落にともなうファンド解約で手元資金が枯渇し手持ち資産を換金

売りする必要が生じたことと，世界的な同時不況が長期化する様相をみせてきた

ことで外需に大きく依存する韓国経済に対して懐疑的になったことなどがある。

外国人の大量の株売りで年末の外国人持ち株比率は２８．７％となり，前年末対比３．７

ポイント減少した。

為替レートは，貿易収支の赤字基調転換と外国人の株式売却のために大幅に下

げた。２００８年末のウォンの対米ドルレートは１ド
ル＝１２５９．５ウォン で，前年末比２５．６％

下落した。当初，当局は輸出に有利との判断からウォン安を傍観したが，年央に

かけての原油価格高騰で国内物価への影響が大きくなってきたことから方針を転
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換，７月８日からドル売り・ウォン買い介入を断行した。しかし，介入の効果は

長続きせず，７月からの３カ月間で外貨準備１８５億ド
ルを失うだけの結果に終わっ

た。９月のリーマン・ブラザーズ破綻後は市場でのすさまじいウォン売り・ドル

買い圧力の前にウォンは連日の暴落を演じた。韓国通貨危機説がピークに達した

１０月２８日にはウォンは一時１ド
ル＝１４９５ウォン を記録し，１１月２１日にも一時１ド

ル＝１５２５
ウォ
ン を記録した。しかし，１０月２９日の３００億ド

ル規模の韓米スワップ協定や１２月１３日

の日中両国スワップ枠の３００億ド
ルへの拡大などで為替レートは年末に向けてひと

まず落ち着きを取り戻した。

相次いだ危機説

２００８年秋の韓国経済は相次ぐ危機説に翻弄された。最も大きな影響があったの

が１０月の韓国通貨危機説である。外貨準備高（約２０００億ド
ル）に匹敵する短期対外債

務や家計負債の多さなどを指摘する危機説が流布される過程で重要な役割を果た

したのはイギリス系メディアの韓国経済に関する辛口の批評であった。新自由主

義的色彩が濃いイギリス系メディアは，外需に依存しながら外資に門戸を開かな

い韓国の体質にかねてから批判的であった。２月１日にはソウル中央地裁が外換

カード株価操作疑惑と関連してアメリカの投資ファンド，ローンスターに対して

有罪判決を下しており，イギリス系メディアの批評は欧米を中心に広がる韓国の

外資規制センチメントに対する反発を背景にしたものでもあった。また，折から

の株価・為替の下落の様子は１９９７年のアジア通貨危機の韓国への波及過程を連想

させるものでもあった。結局年末までの間に通貨危機は起こらず危機説は杞憂に

終わったが，１０月末の外平債（外国為替平衡基金債＝外貨建て韓国国債）加算金利

は５００ベーシスポイント（５パーセントポイント）に跳ね上がり，韓国の外貨調達

が困難になったのは事実であった。この間，政府は２０００億ド
ルにも上る外貨準備の

存在とその適正な管理を累次強調したが市場はそれにほとんど反応せず，１０月末

の韓米スワップ枠設定の発表を待って市場の混乱はようやく沈静に向かった。

新政権の経済政策──激変する経済情勢の下，不発に終わる

国民は李政権発足に当たり経済政策に期待を寄せた。しかし，国民との意思疎

通不足や激変する経済情勢に起因する諸問題への対応に手一杯でその持ち味を経

済政策のうえで表せず，公約への対応も十分とはいえないままに年を越した。

李政権の経済関連の主要公約は大きく分けて３つあった。第１が「７４７構想」（平
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均経済成長率７％，１人当たり所得４万ド
ル，経済規模世界第７位）で，第２が朝

鮮半島大運河計画（韓国と北朝鮮に内航運河約３１００kmを開削），第３が企業親和

策（企業の金融機関株保有規制の緩和＝金・産分離，大企業の出資総額制限撤廃，

法人減税）であった。これらのうち，進展がみられたのは企業親和策で，法人減

税については１２月１３日に国会を通過し，金・産分離緩和と出資総額制限撤廃につ

いては関係法令改正案が国会審議を待つ状態で越年した。しかし，７４７構想につ

いては２００８年の経済成長率が２．５％に終わり，早くもその達成は困難とみられて

いる。朝鮮半島大運河計画については，李大統領が６月１９日の第２回対国民謝罪

で事実上撤回した。

国民との意思疎通不足が引き起こした問題としては５～６月の「牛肉騒動」が

挙げられる。４月１８日，韓米牛肉交渉が月齢３０カ月以上の高齢牛の非危険部位の

すべてと月齢３０カ月未満牛の危険部位の一部の輸入を韓国が許容する内容で妥結

した。だが，食の安全の観点からこれに反対する市民団体などが大規模集会を度

々開いたことは既述のとおりである。この間政府は対応に忙殺され，経済政策立

案に支障が生じた。公約関連法案も国会上程ができず，処理が遅れた。ウォン安

や通貨危機説流布の過程においても，異変の察知と部署間の情報共有，意見の統

一，危機管理などに問題が残された。新政権発足に際しての政府組織再編で業務

分掌が縦割り的となり，部署間の調整がうまくいかなくなったことが原因とみら

れる。

その後通貨危機説への危機感から，対策が随時出るようになった。３００億ド
ルの

外貨の市場への供給と１０００億ド
ルの債務保証を柱とする金融・為替市場安定対策

（１０月１９日），建設業界対策と住宅ローン対策（１０月２１日），政策金利の０．７５ポイン

ト引き下げ（１０月２７日），３００億ド
ル規模の韓米通貨スワップ協定（１０月２９日）などが

矢継ぎ早に出された。通貨危機説が一段落した一方で実体経済の冷え込みが目立

ってきた１１月３日には１４兆ウォ
ン 規模の「経済難局克服総合対策」が打ち出された。

だが，１１月の総合対策は即効性が期待できる補正予算によるものではなく次年度

予算案に盛り込まれたものであった。このため，総合対策は法案通過後でないと

執行されないという問題点が生じた。景気浮揚策の適時性について，大韓商工会

議所が企業経営者に対してアンケートを行い，１２月１０日にその結果が発表された。

それによれば，経営者の８６％は政府の景気浮揚策は適時に行われておらず，機会

を逃したと回答している。 （奥田）
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対 外 関 係

南北関係

１０年ぶりの保守政権の誕生で，南北関係は融和から硬直へと様相は一変した。

李大統領の推進する「非核・開放・３０００構想」に北朝鮮は正面から反対している。

「非核・開放・３０００構想」とは，北朝鮮の核放棄に進展がある場合，国際社会と

力を合わせて経済・生活レベル向上など対北朝鮮５大プロジェクトを３段階で推

進し，１０年以内に１人当たり所得を３０００ドル水準にするよう支援する，というもの

である。

新政権発足後の統一部業務報告では，核問題の進展状況を見守りつつ南北関係

発展の速度と幅，推進方法を調整する方針が示された。南北関係発展の戦略目標

を相互主義にもとづいた「相生と共栄の南北関係」と定め，これに向け「非核・

開放・３０００構想」の履行準備，相生の経済協力拡大，互恵的人道協力推進を３大

目標として示した。また，実用と生産性，原則にもとづいた柔軟なアプローチ，

国民合意，国際協力と南北協力の調和という４原則の下で対北朝鮮政策を進める

こととした。南北経済協力事業については，核問題の進展，経済的妥当性，財政

負担能力，国民的な合意，という４条件に沿って取り組む方針を掲げた。

北朝鮮３紙による２００８年の共同社説では，南北経済協力を拡大することを強調

し，韓国政権に対する批判的な言及はなかった。南北間の緊張が一挙に高まった

のは，金夏中統一部長官の発言からであった。金長官は３月１９日，開城工業団地

進出企業懇談会で，開城工業団地の発展は核問題の進展が前提である，と述べた。

その翌週の２６日には，金泰栄合同参謀本部議長内定者が人事聴聞会の席上，北朝

鮮への「先制攻撃論」とも取れる発言を行った。これらの発言に不快感を示した

北朝鮮は，立て続けに韓国側に対して抗議行動をとった。まず，２７日に北朝鮮は

開城の南北交流協力協議事務所に常駐する韓国当局者全員の立ち退きを要求した。

２８日の午前１０時３０分ごろには，黄海上で短距離ミサイルを３回にわたり数発発射

した。そして４月１日には，北朝鮮の朝鮮労働党機関紙『労働新聞』が，李大統

領を「逆徒」という表現を用いて名指しで批判した。韓国が遺憾を表明すると，

北朝鮮は４月３日，「軍事的対応措置を取る」と警告し，南北間の政府対話は事

実上の中断に追い込まれた。

７月１１日には北朝鮮金剛山特区内の海水浴場付近で，韓国人観光客が北朝鮮兵
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士に射殺されるという事件が発生した。韓国政府は即刻，金剛山観光を中止し，

真相究明に向け調査を開始した。しかし，北朝鮮は，韓国政府による調査団受け

入れを拒否し，事件の真相は霧に包まれることとなった。９月９日，北朝鮮建国

６０周年記念行事に金正日総書記が姿をみせなかったため，韓国では金総書記重病

説が浮上した。韓国政府は北朝鮮との有事の際に備えた「忠武計画」などの見直

しに入った。１０月に入り，北朝鮮は，韓国の民間団体が行っていた北朝鮮向けビ

ラ撒布に対して激しく抗議した。国連の北朝鮮人権決議案に韓国政府が共同提案

国として参加することが決まり，南北共同宣言と南北首脳宣言を支持する内容が

同決議案から削除されると，北朝鮮はこれを挑戦と受け止めた。そして，１１月１２

日，板門店の南北赤十字チャンネルを断ち，１２月１日からは軍事境界線の通行を

厳格に制限・遮断すると発表した。これに対して，李大統領は具体的な言及は避

けながらも「待つことも時には戦略」だとの考えを示して静観した。１１月２４日に

は開城観光の全面遮断が通告され，１２月１日には，開城工業団地の常時滞在人員

を８８０人に制限するという，「１２月１日付措置」が実行された。これにより開城工

業団地事業は縮小を余儀なくされ，他の交流協力事業は事実上中断となった。

対日関係

李大統領は強固な日韓関係を築くため，歴史問題に言及しないという慎重な態

度をとった。５回にわたる首脳会談においても竹島や教科書問題など敏感な事案

には触れず，「過去の歴史を直視しながらも，過去にとらわれない新たな未来を

開いていこう」「両国関係はぐずつきもしたが，後退することはなかった」など

の表現を重ね，良好な雰囲気を保った。だが，７月に日本文部科学省が中学校教

科書の新学習指導要領解説書に竹島領有権に関する記述を明記したことにより，

一時的に両国の関係は冷え込んだ。

李明博は１月１７日，ソウル外信記者クラブ主催の懇談会の席において，成熟し

た日韓関係を築くため，謝罪や反省という言葉を使いたくないとの考えを示した。

また，今後の日韓関係は未来志向的に進んでいくべきで，良好な日韓関係が朝鮮

半島だけでなく北東アジアの平和にも寄与すると述べた。２月２５日の大統領就任

式後，李明博は青瓦台で福田康夫首相と会談し，両国関係の正常化や北朝鮮の核

問題，経済協力策などについて意見を交わした。両首脳は会談で，両国間の投資

活性化と経済界の協力強化に向けた民間経済人協力機構の設置，両国による経済

閣僚会議の再開に合意した。また，年１回以上相互訪問する「シャトル外交」の
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再開を通じ両国関係を正常化していくことで一致した。北朝鮮の核問題解決に向

けた６カ国協議でも緊密な協力体制を構築する一方，気象変動や環境，エネルギ

ー分野での協力も拡大していくことに同意した。４月２１日に李大統領は大統領と

して３年４カ月ぶりに日本を訪問した。日韓首脳会談は友好的な雰囲気のなかで

行われ，過去よりも未来志向的な新時代を切り開き，成熟したパートナー関係を

構築していくことを強調した。歴史問題にはほとんど触れられず竹島や教科書問

題なども話題に上らなかった。午後には，李大統領が皇居で天皇陛下と会見し，

未来志向的な日韓関係の発展方向など相互の関心事について意見を交換した。李

大統領は改めて，天皇の訪韓を招請した。

李大統領は７月の洞爺湖サミット拡大会合の直前にも日本の福田首相と会談し，

日本の文部科学省が中学校社会科教科書の新学習指導要領解説書に竹島を「わが

国固有の領土」と明記することを検討している問題について，「深刻に憂慮して

いる」と伝えるとともに，慎重な対応を要請した。しかし，韓国政府の強い要請

にもかかわらず，７月に日本文部科学省が竹島について明記した中学校社会科の

新学習指導要領解説書を公表すると，韓国政府は領土主権の侵害とみなし，権哲

賢駐日大使の一時帰国や竹島の実効支配強化を決定した。また，柳明桓外交通商

部長官は日本の重家俊範駐韓大使を外交通商部に呼び厳重に抗議した。与野党と

世論の対日非難は強まったが，大統領府の報道官は「柔軟な対応も必要である」

とし，政府は対日批判の一方的エスカレートには慎重な姿勢をみせた。李大統領

は８月１５日の「光復節」６３周年および大韓民国建国６０周年記念式典の演説でも，

「日本も歴史を直視し，不幸だった過去を現在のこととしてよみがえらせる愚を

決して犯してはならない」と述べ，竹島や教科書問題，靖国神社などの敏感な事

案には触れなかった。その後，日本の２００８年版防衛白書で，竹島が「わが国固有

の領土」と記載されたが，韓国の強い抗議は続かなかった。

対米関係

李大統領は２１世紀における韓米戦略同盟のビジョンとして，価値同盟，信頼同

盟，平和構築同盟の３大原則を提示した。大統領就任後の韓米首脳会談は，４月

１９日にアメリカ大統領の別荘であるキャンプ・デービッドで行われた。韓国の大

統領がキャンプ・デービッドに公式に招待されるのは今回が初めてである。両首

脳は「２１世紀の戦略的同盟」の構築，韓米 FTAの年内批准，北朝鮮核問題の平

和的解決，駐韓米軍兵力の現水準維持などに合意した。経済分野では，キャンプ・
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デービッド会談で韓国の最大の関心事であった韓米 FTAの早期批准について努

力することが確認され，北朝鮮核問題では，６カ国協議の枠内で解決に協力して

いくとの原則を再確認し，「非核・開放・３０００構想」についてブッシュ大統領の

支持を取りつけた。軍事協力については，年末までに在韓米軍３５００人を削減する

という当初の計画を白紙化し，現在の２万８５００人をそのまま維持することを決め

た。また，アメリカの対外武器販売での韓国の地位を，最恵国となる北大西洋条

約機構（NATO）加盟国や日本と同水準に格上げした。合わせて，韓国のアメリカ

ビザ免除プログラム適用に向けた了解覚書締結，英語ボランティア奨学生制度導

入などを決定した。

ブッシュ大統領は当初，７月の洞爺湖サミットの際に訪韓を予定していたが，

韓国内で起きているアメリカ産牛肉問題を考慮し８月に延期した。洞爺湖で開か

れた G８拡大会議に出席した李大統領は，ブッシュ大統領と個別に会談し，牛肉

追加交渉の誠実な履行を通じ，韓国国民の信頼を高めるよう緊密に協力すること

で合意した。

８月のブッシュ大統領訪韓の直前にアメリカの政府機関である地名委員会が，

竹島の帰属を「韓国」から「主権未指定地域」に変更していたことが明らかにな

った。李大統領は，ただちに真相を究明し，対策を立てるよう関係部署に指示し

た。ブッシュ大統領は，韓国からの強い要請と韓米同盟の維持を考慮し，問題紛

糾前の状態に戻すよう指示した。これを受け，地名委員会が７月３０日に，竹島の

帰属を「韓国」に回復させたことで事態は収束に向かった。

８月に訪韓したブッシュ大統領は６日，李大統領と首脳会談に臨み，未来志向

的な韓米同盟，北朝鮮の核問題，金剛山観光客射殺事件の真相究明，北朝鮮の人

権状況の改善，韓米 FTAの年内批准などの懸案事項について意見を交換した。

両国首脳が共同声明を通じ，北朝鮮の人権問題に言及するのは今回が初めてであ

る。共同声明では，４月の韓米首脳会談で合意した「２１世紀の戦略的同盟」の大

原則を改めて宣言した。

防衛費分担特別協定に関する交渉は，１２月に仮署名され，２００９年度の防衛費分

担金は，約７６００億ウォ
ン と確定された。有効期間は５年間（２００９～２０１３年）で，分担金

の算出方法は前年度の消費者物価指数を反映し，引き上げ率の上限を４％とした。

また，現金で支払われる軍事建設費を３年以内に段階的に現物支援とすることに

した。米軍の防衛費分担金の目的外使用について国会や市民団体から指摘されて

いたが，現物支援への転換で，ある程度透明性が確保されたといえる。延長が憂
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慮されていたイラクのアルビルとクウェートに派遣された韓国軍部隊員は２００８年

１２月をもって帰国し，４年余りの任務を経て撤収を完了した。

４強外交

李大統領の外交政策のひとつに４強外交がある。大統領就任演説で「グローバ

ル外交」を掲げ，アメリカのほか，日本，中国，ロシアともそれぞれ協力関係を

強化すると述べた。大統領就任後，各国首脳と多くの会談を持った。アメリカと

は４回，日本とは５回，中国とは４回，ロシアとは２回であった。２００８年１月に

は４カ国に特使を派遣した。アメリカ特使は鄭夢準議員，日本特使は李相得国会

副議長，中国特使は朴槿恵・元ハンナラ党代表，ロシア特使は李在五議員であっ

た。５月２７日の韓中首脳会談では，両国間関係の格上げと経済・通商協力の拡大，

人的・文化交流の強化，地域・国際舞台での協力推進など６項目の共同声明を採

択した。８月９日の韓中首脳会談では，北朝鮮核問題の解決のため，６カ国協議

が引き続き進展するよう緊密に協力することで合意した。９月２９日には韓ロ首脳

会談を行い，ロシアの天然ガスをパイプラインで朝鮮半島に供給するほか，韓国

の鉄道とシベリア鉄道の連結，極東ロシア港湾開発などを含む，１０項目の共同声

明を採択した。また，日本と韓国，中国は，１２月１３日に日韓中首脳会談を開き，

パートナー関係の構築，世界的な金融危機を含む諸分野での包括的協力の推進，

６カ国協議を通じた北朝鮮核廃棄のための緊密協議などに合意した。

（二階）

２００９年の課題

２００８年末の法案処理をめぐる与野党の対立が暴力行為に発展し，最悪の事態で

２００９年に持ち越された。韓米 FTA批准や放送法，銀行法改正案などの法案処理

の難航が予想される。ハンナラ党の公認問題でしこりを残した李明博・朴槿恵両

陣営の権力闘争が本格化する可能性も否定できない。４月に実施される国会議員

の再・補欠選挙は２００９年の国政を占う試金石となるであろう。

２００９年経済に関しては，世界市場沈滞が継続するとみられ，マイナス成長が見

込まれる。２００８年には現れなかったウォン安効果がいつどの程度発現するかが今

後の回復を占う鍵となろう。アメリカ自動車市場での韓国車の健闘，ドイツの半

導体メーカー・キマンダ社の脱落にともなう韓国半導体メーカーの浮上，液晶パ

ネルのフル生産など，韓国の価格競争力回復の兆しがみえ始めている。また，太
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陽電池など新分野への展開も注目される。２００８年に大きな進展がなかった FTA

については，輸出促進の一環として再び脚光を浴びよう。ヨーロッパ連合（EU）

との交渉妥結が期待されるほか，対日交渉の再開にも動きが出ている。

李大統領の対北朝鮮政策は「実用のものさし」の原則と韓米協調を基盤として

展開していくであろう。２００８年の後半に李大統領は「待つのも時には戦略」とい

う考えを示したが，南北関係改善の打開策を講じるかもしれない。日韓関係は対

日赤字解消のための経済協力を中心として，関係を強化していくであろう。韓米

関係の主要課題は，韓米 FTAの批准とアフガニスタン再派兵だが，その成否は

不透明である。韓国は韓米関係を外交の主軸に置き，４強外交とその他周辺諸国

へと外交関係を拡大していくだろう。

（二階：図書館資料整理課課長）

（奥田：地域研究センター専任調査役）
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１月９日

▲

財政経済部，「２００８年経済運用方

向」で同年の経済成長率を李明博次期大統領

公約よりも低い４．８％と展望。

１０日

▲

大統合民主新党，新代表に孫鶴圭氏

を選出。

１４日

▲

李明博次期大統領，新年記者会見。

「和合のなかの変化」を強調。

１６日

▲

大統領職引継委員会，政府組織法改

正案を発表。

１７日

▲

李次期大統領，ソウル外信記者クラ

ブ主催懇談会で，「日本に対して謝罪や反省

という言葉を使いたくない」と発言。

▲

大韓商議，「国内地下経済の推移と示唆

点」報告書で韓国の地下経済の規模は GDP

の２０～３０％に当たると推定。

２３日

▲

英国のクラークソン，２００７年の韓国

造船業界の受注，引き渡し，受注残量がすべ

て世界トップであった，と発表。

２４日

▲

サムスン物産，新潟の明道メタルを

買収した，と発表。

２８日

▲

大統領職引継委員会，「英語詰め込

み教育」撤回。

３１日
▲

世界経営研究院，韓国企業のトップ

の９３％が李次期大統領の提示する政策の方向

性を支持している，と発表。

２月１日

▲

李会昌・元ハンナラ党総裁，「自

由先進党」結成。

▲

ソウル中央地裁，外換カードの株価操縦

などで柳会源ローンスター・コリア代表に懲

役５年の実刑を宣告。

４日

▲

民主労働党の沈相情非常対策委代表，

辞意を表明。

１２日

▲

自由先進党と国民中心党が統合，「自

由先進党」を結成。

１７日

▲

大統合民主新党と民主党が統合，「統

合民主党」を結成。

１８日

▲

李次期大統領，次期政権の組閣名簿

発表。

２０日

▲

大韓商議，中国に進出した韓国企業

のうち１０社に３社が撤退を検討しているとの

調査結果を発表。

２２日

▲

大統領職引継委員会，解散。

▲

政府組織法改正案，国会本会議で賛成多

数で可決。

２４日
▲

李春鎬女性部長官候補，内定辞退を

表明。

２５日

▲

李明博，第１７代大統領に就任。福田

首相と会談。ライス米国務長官とも会談。

２７日

▲

南柱洪統一部長官候補，朴銀瓊環境

部長官候補，内定辞退を表明。

２９日

▲

国会本会議，韓昇洙氏の首相任命同

意案を可決。

３月２日

▲

魯会燦議員，沈相情議員，「進歩

新党」結成。

４日

▲

日本経済新聞，ソニーが同社とサム

スン電子の合弁会社 S-LCDの生産増強に向

け，２０００億円の追加投資を行う，と報道。

１７日

▲

公認脱落の朴槿恵派議員，「親朴連

帯」と「無所属連帯」を結成。

１９日

▲

金夏中統一部長官，開城工業団地の

発展は核問題進展が前提と発言。

２０日

▲

トヨタ，本格的な韓国進出を発表。

２１日

▲

サムスン電子，ベトナムに年産１億

台の携帯電話工場を建設する，と発表。

２３日

▲

姜在渉ハンナラ党代表，総選挙への

不出馬を表明。

２６日

▲

金泰栄合同参謀本部議長内定者，人

事聴聞会で北朝鮮への先制攻撃発言。

２８日

▲

北朝鮮，黄海で短距離ミサイル発射。

４月１日

▲

北朝鮮の『労働新聞』，李大統領

を名指しで批判。

３日

▲

北朝鮮，南北将官級会談北朝鮮側団
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長名義の電話通知文を通じ「軍事的対応措置

を取る」と警告。

６日

▲

ルノー・サムスン，初の株主配当実

施を決定。

７日

▲

韓国開発研究院（KDI），「景気の失

速」に初めて言及。

９日

▲

第１８代国会議員総選挙実施。ハンナ

ラ党が過半数を確保。

１８日

▲

韓米牛肉交渉，妥結。農林水産食品

部，米国産輸入牛肉の全面開放を発表。

１９日

▲

韓米首脳会談，ワシントンで開催。

李大統領，ブッシュ大統領と会談。

２１日

▲

日韓首脳会談，東京で開催。李大統

領，福田首相と会談。日韓経済連携協定につ

いては６月に実務協議を再開することで合意。

２２日

▲

サムスン，経営刷新案を発表。李健

�会長は退陣。
５月２日

▲

キャンドル集会，開始。

２２日

▲

李大統領，国民向け談話。

▲

ハンナラ党，新院内代表に洪準杓議員を

選出。

２３日

▲

先進党と創造韓国党，政党連帯によ

り院内交渉団体を構成。

２７日
▲

統合民主党，新院内代表に元恵栄議

員を選出。
▲

韓中首脳会談，北京で開催。李大統領，

胡錦濤中国国家主席と会談。

▲

NTTドコモと KTフリーテル，LG電子

製の３G携帯電話端末を共同調達する，と発

表。

２９日

▲

第１７代国会，任期満了。韓米 FTA

批准同意案などが廃案。

６月４日

▲

野党３党，国会開会を無期延期。

▲

地方自治体の２首長と地方議員１２人を選

ぶ再・補欠選挙，ハンナラ党が惨敗。

５日

▲

７２時間キャンドル集会開始（～７日）。

１０日

▲

キャンドル集会，最大規模。警察推

定１０万人，主催者推定７０万人。

１９日

▲

李大統領，特別記者会見で国民に謝

罪。朝鮮半島大運河事業は国民が反対するな

ら推進しないと明言。

２０日

▲

青瓦台首席秘書，全面交代。

２６日

▲

官報，輸入衛生条件の告示を掲載。

２９日

▲

政府，緊急国民向け対話で，暴力デ

モは厳正に司法処理すると発表。

７月３日
▲

朴�太氏，ハンナラ党の新代表最
高委員に選出される。

４日

▲

第１８代初の臨時国会，国会議長選出

ならず。

６日

▲

民主党，新代表に丁世均議員を選出。

統合民主党から民主党に改称。

８日

▲

金融当局，外為市場でドル売り・ウ

ォン買い介入を開始。ウォン安にともなう国

内物価上昇の防止が目的。

９日

▲

韓米首脳会談，北海道で開催。李大

統領，ブッシュ大統領と洞爺湖サミット期間

中に会談。

１０日

▲

ハンナラ党の金炯�議員，第１８代国
会議長に選出される。

▲

第６回６カ国協議首席代表者会合，北京

で開催（～１２日）。

１１日

▲

北朝鮮の金剛山で韓国人観光客が射

殺される。

２３日

▲

政府，香港上海銀行（HSBC）による

外換銀買収についての審査開始を決定。

２５日

▲

ASEAN地域フォーラム（ARF），声

明文から金剛山事件と南北首脳宣言の文言を

削除。

▲

民主労働党，新代表に姜基甲議員を選出。

３０日

▲

アメリカ地名委員会，竹島表記を原

状回復。

８月６日

▲

韓米首脳会談，ソウルで開催。李

大統領，ブッシュ大統領と会談。

▲

自由先進党と創造韓国党，共同院内交渉

２００８年 重要日誌
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団体を結成。

▲

内閣改造，農林水産食品部長官など３長

官を交代。

７日

▲

韓銀，物価抑制を目的として政策金

利を０．２５ポイント引き上げ。

９日

▲

韓中首脳会談，ソウルで開催。李大

統領，胡錦濤中国国家主席と会談。

１１日

▲

政府，韓国産業銀行などの国営企業

等４１社を「第１次先進化対象企業」に選定し

た，と発表。

１５日

▲

光復節６３周年・大韓民国建国６０周年

記念式典開催。

１９日

▲

与野党，委員会組織の構成に関する

交渉で妥結。

９月１日

▲

第１８代国会初の通常国会，開会。

▲

イギリスの Times，韓国からの資本逃避

の可能性，短期対外債務の多さを批評。

４日

▲

ポスコ，世界最大規模の燃料電池工

場を稼動。発電規模は年間５０MW。

９日

▲

北朝鮮，建国６０周年記念行事を開催。

金正日総書記は姿をみせず。

１０日

▲

産業銀，リーマン・ブラザーズ買収

交渉を中断。

１６日
▲

株価指数，リーマン・ブラザーズ破

綻を受け，６％下落。ウォンは４年ぶりの安

値。

２１日

▲

HSBC，外換銀買収を断念。

２２日

▲

ハイニックス半導体，利川工場の半

導体生産ラインの一部を９月末で閉鎖する，

と発表。

▲

知識経済部，韓国経済の新成長動力２２分

野を確定。

２３日

▲

政府，総合不動産税の最低課税基準

を６億ウォ
ン から９億ウォ

ン へ緩和することを決定。

２６日

▲

企画財政部，銀行・企業のドル不足

解消のため，１００億ド
ルを為替市場に投入する，

と発表。

２９日

▲

韓ロ首脳会談，モスクワで開催。李

大統領，メドベージェフ大統領と会談。

１０月１日

▲

ムーディーズ，４大銀行（国民・

ウリ・新韓・ハナ）の財務格づけ見込みを「否

定的」へ下方修正。

▲

政府，中小企業の資金難緩和のため８兆

３０００億ウォンの支援を決定。

７日

▲

１００大国政課題発表，大運河事業は

除外。

１４日
▲

イギリスの Financial Times，韓国

通貨危機説と関連して韓国経済の現状につい

て批評。

１６日

▲

東洋建設産業，新安に世界最大規模

の太陽光発電所を建設する，と発表。費用は

約２０００億ウォ
ン ，発電容量は２４MW。

▲

北朝鮮の『労働新聞』，「反北姿勢続けば

重大決断検討」と通告。

１９日

▲

政府，総額１３００億ド
ルの金融・為替安

定化策を発表。

２０日

▲

李鳳和保健福祉家族部次官，コメ直

接支払金の不正受取疑惑と関連して辞意を表

明。

２１日

▲

政府，９兆ウォ
ン 規模の建設業界向け資

金支援策を発表。

▲

LG電子，太陽電池事業の本格化に向け

て約２２００億ウォンの投資を決定。

２４日

▲

日韓首脳会談，北京で開催。李大統

領，麻生首相と会談。

▲

ハンファ・コンソーシアム，大宇造船海

洋の優先買収交渉対象者に選ばれる。

▲

サムスン電子，第３四半期の営業利益は

前年同期比３８％減，と発表。

２７日

▲

韓銀，政策金利を０．７５ポイント引き

下げ。

２９日

▲

韓銀とアメリカ連邦準備理事会，３００

億ド
ル規模の通貨スワップ協定を締結。

１１月２日

▲

LGグループ，緊縮経営体制に突入。

韓 国
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３日

▲

政府，経済難局克服総合対策を発表。

７日

▲

李大統領，オバマ氏と電話会談。韓

米同盟強化で一致。

１０日

▲

フィッチ，韓国の格づけ見通しを「ネ

ガティブ」に下方修正。

１２日

▲

北朝鮮の朝鮮中央通信，南北関係遮

断を通告。

１８日

▲

韓国上場企業協議会，１２月決算法人

の１～９月期純利益は為替差損のため前年同

期比１９．６％減，と発表。

２０日

▲

統一部，北朝鮮向けビラ撒布に遺憾

表明。

２２日

▲

韓米首脳会談，リマで開催。李大統

領，ブッシュ大統領と最後の会談。

▲

現代・起亜自動車，週末の特別勤務体制

を解除，事実上の減産体制に入る。

２４日

▲

北朝鮮の朝鮮中央通信，開城観光・

鉄道運行中断を通告。

２７日

▲

C＆重工業と C＆友邦，ワークアウ

ト（銀行管理による経営改善作業）を申請。

▲

大手スーパー各社，米国産牛肉の販売を

再開。

２８日
▲

韓銀，韓国が９月末までに純債務国

に転じた，と発表。

１２月１日

▲

北朝鮮，「１２月１日付措置」実施。

南北通行大幅制限。

５日

▲

政府，自動車など９分野に金融・税

制支援を行う方針を明かす。

８日

▲

第６回６カ国協議首席代表者会合，

北京で開催（～１１日）。

▲

ソウル市，９～１１月の不動産取引件数が

前年同期比７９％減少した，と発表。

１０日

▲

大韓商議，「企業経営者の意識調査」

結果を発表。８６％が景気浮揚策の時期が「多

少遅れたと感じる」と回答。

１１日

▲

『朝鮮日報』，金融当局が７大市中

銀行に対し，年末までに国際決済銀行基準の

自己資本比率を１２％以上に高めることを求め

る新たな健全性目標を通達した，と報道。

１２日

▲

資産管理公社，銀行不良債権６５００億

ウォンの買い取りを決定。

▲

韓銀，基準金利を１ポイント引き下げ。

▲

韓銀，日銀および中国人民銀との間での

通貨スワップ枠をそれぞれ３００億ド
ルに拡大し

た，と発表。

１３日
▲

２００９年度予算案，国会を通過。民主

党欠席のなか，ハンナラ党が強行採決。
▲

法人税法改正案，国会を通過。２００９年か

ら法人税が減税される。

▲

日韓中首脳会議，福岡で開催。李大統領，

麻生首相，温家宝中国首相と会談。

１８日

▲

ハンナラ党，韓米 FTA批准同意案

を単独上程。

▲

ポスコ，１９７３年の創業以来初の減産を決定。

２１日

▲

双竜自動車，従業員に対し１２月分の

給与を支払えない，と通告。

２３日

▲

コメ補助金をめぐる国政調査，成果

ないまま終了。

２４日

▲

国会事務処，韓米 FTA批准めぐる

暴力で関係者告発。

▲

外交通商部，韓米防衛費分担協定にアメ

リカと仮署名したと報道。

▲

現代自動車，蔚山第２工場の操業一時中

止を決定。

▲

ハイニックス株主協議会，同社に対する

８０００億ウォ
ン の支援を決定。

２６日

▲

民主党議員，国会本会議場を占拠。

▲

国会事務処，民主党の国会占拠に対して

警察に調査依頼。

２７日

▲

李大統領，２００９年はマイナス成長も

ありうる，と発言。

３１日

▲

与野党，争点法案をめぐる最終交渉

決裂。

２００８年 重要日誌
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国　会

委員会
（一院制）

放送通信委員会

国会立法調査処

国会事務処

国会図書館

国会予算政策処

国家安全保障会議

国家教育科学技術諮問会議

民主平和統一諮問会議

大統領室

監査院

国家情報院

国民経済諮問会議

大統領 大法院

司法研修院

法院公務員教育院

法院図書館高等法院

憲法裁判所

中央選挙
管理委員会

地方法院・支部

特許法院

家庭法院

行政法院

国税庁

気象庁

関税庁

調達庁

統計庁

検察庁

兵務庁

防衛事業庁

警察庁

消防防災庁

文化財庁

農村振興庁

山林庁

中小企業庁

特許庁

食品医薬品安全庁

行政中心複合都市建設庁

海洋警察庁

国防部

行政安全部

文化体育観光部

農林水産食品部

知識経済部

保健福祉家族部

環境部

労働部

女性部

国土海洋部

法務部

統一部

外交通商部

教育科学技術部

企画財政部

国務総理室

特任長官

法制処

国家報勲処

公正取引委員会

金融委員会

国民権益委員会

国務総理

◯１ 国家機構図

参考資料 韓 国 ２００８年

（出所） 大統領府ホームページ（http : //www.president.go.kr）等から作成。
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◯２ 政府要人名簿（２００８年１２月末現在）

大統領 李明博

大統領府直属機関

大統領室長 鄭正佶

監査院長 金滉植

国家情報院長 金成浩

放送通信委員会委員長 崔時中

民主平和統一諮問会議首席副議長 李基沢

内閣

国務総理 韓昇洙

企画財政部長官 姜萬洙

教育科学技術部長官 安秉萬

統一部長官 金夏中

外交通商部長官 柳明桓

法務部長官 金慶漢

国防部長官 李相憙

行政安全部長官 元世勳

文化体育観光部長官 柳仁村

農林水産食品部長官 張太平

知識経済部長官 李允鎬

保健福祉家族部長官 全在�
環境部長官 李萬儀

労働部長官 李永永

女性部長官 邊道潤

国土海洋部長官 鄭鍾煥

国務総理直属機関

国務総理室長 趙重杓

法制処長 李石淵

国家報勲処長 金 揚

公正取引委員会委員長 白容鎬

金融委員会委員長 陳棟洙

国民権益委員会委員長 梁 建

国会

国会議長 金炯�

大法院

大法院長 李容勲

憲法裁判所

憲法裁判所長官 李康国

中央選挙管理委員会

中央選挙管理委員会委員長 梁承泰

軍

合同参謀議長 金泰榮

陸軍参謀総長 任忠彬

海軍参謀総長 丁玉根

空軍参謀総長 李啓勳

韓米連合司令部副司令官 李成出

２００８年 参考資料
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主要統計 韓 国 ２００８年

１ 基礎統計

２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８
人 口（年央推計：１，０００人）
経 済 活 動 人 口（１，０００人）１）

消 費 者 物 価 上 昇 率（％）
失 業 率（％）
為替レート（１ドル当たりウォン）２）

４７，６２２
２２，９２１
２．８
３．３

１，２５０．７

４７，８５９
２２，９５７
３．５
３．６

１，１９１．９

４８，０３９
２３，４１７
３．６
３．７

１，１４３．７

４８，１３８
２３，７４３
２．８
３．７

１，０２４．１

４８，２９７
２３，９７８
２．２
３．５
９５５．１

４８，４５６
２４，２１６
２．５
３．２
９２９．２

４８，６０７
２４，３４７
４．７
３．２

１，１０３．４

（注） １）経済活動人口は４週基準の数値。 ２）終値の平均値。
（出所） 韓国統計庁ホームページ（http : //kosis.nso.go.kr）。

２ 支出項目別国内総生産（２０００年固定価格） （単位：１０億ウォン）

２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８
最 終 消 費 支 出
民 間
政 府

総固定資本形成
建 設 投 資
設 備 投 資

在 庫 増 減
財・サービス輸出
財・サービス輸入
統計上の不一致
国内総生産（GDP）

４３１，４８４．２
３５３，５６０．３
７７，９２３．９
１９１，４６４．６
１０７，８８２．８
７２，５５６．４
－１，５６６．９
２６０，２２０．９
２４０，６６５．１
１，８１０．４
６４２，７４８．１

４３０，０７７．０
３４９，２００．２
８０，８７６．８
１９９，０４７．９
１１６，４２７．８
７１，６８８．８
－４，４６９．０
３００，８２４．３
２６４，９２９．７
２，１０４．３
６６２，６５４．８

４３１，９６２．４
３４８，０６７．２
８３，８９５．２
２０３，１８７．９
１１７，７２９．２
７４，４３１．９
６７１．１

３５９，７０９．５
３０１，７１８．５
１８３．１

６９３，９９５．５

４４８，８４１．２
３６０，７２０．６
８８，１２０．６
２０８，０５４．８
１１７，４６４．１
７８，６７２．２
２１．８

３９０，４４３．５
３２３，６０４．７
－６２９．８

７２３，１２６．８

４７０，４４５．６
３７６，８８６．７
９３，５５８．９
２１５，４９２．０
１１７，３４７．４
８４，８２４．３
４６４．５

４３６，６３１．６
３６０，１８０．２
－２，６０２．２
７６０，２５１．２

４９２，６７７．６
３９３，６９６．５
９８，９８１．１
２２４，１７５．８
１１８，７５４．１
９１，２９６．６
－２，８０４．９
４８９，４８５．４
４０２，９４６．１
－２，５３０．７
７９８，０５７．０

４９９，０４５．７
３９５，７５５．５
１０３，２９０．１
２１９，８５８．２
１１５，５４４．８
８９，４６１．８
－２，１３３．８
５１９，５９１．８
４１４，８９９．４
－３，３６６．９
８１８，０９５．６

GDP成長率（％） ７．０ ３．１ ４．７ ４．２ ５．１ ５．０ ２．５
（出所） 表１に同じ。

３ 産業別国内総生産（実質：２０００年固定価格） （単位：１０億ウォン）

２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８
農業・林業・漁業
鉱 業
製 造 業
電気・ガス・水道事業
建 設 業
卸売・小売・飲食宿泊業
運輸・倉庫・通信業
金 融 ・ 保 険 業
不動産・事業サービス業
公共行政・国防
教育サービス業
保健・社会福祉
その他サービス

２４，４２２．２
１，８７８．７
１６６，２４２．９
１５，２５８．０
４６，５２９．４
６１，３０１．０
４５，３２８．６
４６，６４１．６
７１，７２５．５
３０，３９３．６
２８，１２３．２
１２，６５４．１
１９，９３７．２

２３，１３８．３
１，８９４．９
１７５，４１７．０
１５，９８１．３
５０，５４８．７
５９，５６３．９
４７，４８６．１
４６，８５５．５
７３，２９１．６
３１，１８９．９
２９，１６９．８
１３，２９８．７
２０，１５６．４

２５，２５８．５
１，９４６．５
１９４，８８５．６
１７，０３５．３
５１，４５９．１
５９，４７１．４
５０，８０８．６
４６，２１１．５
７４，６９０．０
３１，８３８．１
２９，８１３．６
１３，９６５．２
２０，３６８．３

２５，４４６．６
１，９１３．７
２０８，６７３．３
１８，３６０．７
５１，４１３．０
６０，６８７．０
５３，２５４．２
４８，３９２．３
７７，２４７．９
３２，６６２．５
３０，１７４．２
１４，７５２．８
２１，００６．９

２５，０６７．２
１，９４６．１
２２６，３７１．５
１８，９９０．８
５１，５７８．８
６２，８２１．７
５５，６９１．５
５０，９３３．２
８０，１６９．６
３３，７２７．６
３０，９５６．２
１５，８１８．５
２２，２３５．２

２５，３３９．１
１，９７８．１
２４１，０４５．０
１９，７５２．６
５２，５２３．４
６５，０１８．６
５８，６７３．３
５６，１６５．２
８３，０７２．４
３４，５７４．１
３１，４４７．０
１７，１００．１
２３，１３８．４

２６，２３５．５
１，８３９．４
２４９，０６７．９
２０，７２０．１
５１，４９６．３
６５，７５５．８
６０，５２０．３
５７，５２５．２
８５，３４０．９
３４，９９２．５
３２，０５１．７
１７，９９１．９
２３，６２４．１

国内総生産（GDP）６４２，７４８．１６６２，６５４．８６９３，９９５．５７２３，１２６．８７６０，２５１．２７９８，０５７．０８１８，０９５．６
（出所） 表１に同じ。

６３



４ 国（地域）別貿易 （単位：１００万ドル）

２００５ ２００６ ２００７ ２００８
輸出 輸入 収支 輸出 輸入 収支 輸出 輸入 収支 輸出 輸入 収支

中 国
日 本
ア メ リ カ
サウジアラビア
ド イ ツ
アラブ首長国連邦
シ ン ガ ポ ー ル
オーストラリア
台 湾
香 港
イ ン ド ネ シ ア

６１，９１５
２４，０２７
４１，３４３
２，０９３
１０，３０４
２，７３３
７，４０７
３，８１２
１０，８６３
１５，５３１
５，０４６

３８，６４８
４８，４０３
３０，５８６
１６，１０６
９，７７４
１０，０１８
５，３１８
９，８５９
８，０５０
２，０４３
８，１８４

２３，２６７
－２４，３７６
１０，７５７
－１４，０１３
５３０

－７，２８６
２，０８９
－６，０４７
２，８１３
１３，４８８
－３，１３９

６９，４５９
２６，５３４
４３，１８４
２，９７８
１０，０５６
２，８９６
９，４８９
４，６９２
１２，９９６
１８，９７９
４，８７４

４８，５５７
５１，９２６
３３，６５４
２０，５５２
１１，３６５
１２，９３１
５，８８７
１１，３０９
９，２８８
２，１０１
８，８４９

２０，９０３
－２５，３９２
９，５２９

－１７，５７４
－１，３０８
－１０，０３５
３，６０３
－６，６１７
３，７０８
１６，８７８
－３，９７５

８１，９８５
２６，３７０
４５，７６６
４，０２６
１１，５４３
３，７０５
１１，９４９
４，６９１
１３，０２７
１８，６５４
５，７７１

６３，０２８
５６，２５０
３７，２１９
２１，１６４
１３，５３４
１２，６５６
６，８６０
１３，２３２
９，９６７
２，１４２
９，１１４

１８，９５７
－２９，８８０
８，５４７

－１７，１３８
－１，９９２
－８，９５１
５，０９０
－８，５４１
３，０６１
１６，５１２
－３，３４３

９１，３８９
２８，２５２
４６，３７７
５，２５３
１０，５２３
５，７４９
１６，２９３
５，１７１
１１，４６２
１９，７７２
７，９３４

７６，９３０
６０，９５６
３８，３６５
３３，７８１
１４，７６９
１９，２４８
８，３６２
１８，０００
１０，６４３
２，２２３
１１，３２０

１４，４５９
－３２，７０４
８，０１２

－２８，５２８
－４，２４６
－１３，５００
７，９３１

－１２，８２９
８１９

１７，５４９
－３，３８７

対 世 界 ２８４，４１９ ２６１，２３８ ２３，１８０ ３２５，４６５ ３０９，３８３ １６，０８２ ３７１，４８９ ３５６，８４６ １４，６４３ ４２２，００７ ４３５，２７５ －１３，２６７
（出所） 韓国貿易協会ホームページ（http : //www.kita.net）。

５ 国際収支 （単位：１００万ドル）

２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８
経 常 収 支
商品・サービス収支
商 品
サ ー ビ ス
所 得 収 支
経 常 移 転 収 支
資 本 収 支
投 資 収 支
直 接 投 資
ポートフォリオ投資
派生金融商品
そ の 他 投 資
その他資本収支
外 貨 準 備 増 減
誤 差 脱 漏
経常収支の対名目 GDP比（％）

５，３９４
６，５８０
１４，７７７
－８，１９８
４３２

－１，６１８
６，２５２
７，３３８
－２２４
３４６
３６２
６，８５４
－１，０８７
－１１，７９９

１５４
１．０

１１，９５０
１４，５２８
２１，９５２
－７，４２４
３２６

－２，９０５
１３，９０９
１５，３０８
１００

１７，２８７
６１９

－２，６９９
－１，３９８
－２５，８４９
－１０
２．０

２８，１７４
２９，５２３
３７，５６９
－８，０４６
１，０８３
－２，４３２
７，５９９
９，３５２
４，５８８
６，５９９
２，０２０
－３，８５６
－１，７５３
－３８，７１１
２，９３８
４．１

１４，９８１
１９，０２５
３２，６８３
－１３，６５８
－１，５６３
－２，４８２
４，７５７
７，０９７
２，０１０
－３，５１８
１，７９０
６，８１５
－２，３４０
－１９，８０６

６８
１．９

５，３８５
８，９４４
２７，９０５
－１８，９６１

５３４
－４，０９３
１７，９７２
２１，０９８
－４，５４０
－２３，２３０

４８４
４８，３８４
－３，１２６
－２２，１１３
－ １，２４４
０．６

５，８７６
８，４００
２８，１６８
－１９，７６８
１，００３
－３，５２７
７，１２８
９，５１６

－１３，８３６
－２６，０５８
５，４４５
４３，９６５
－２，３８８
－１５，１２８
２，１２４
０．６

－６，４０６
－１０，７４０
５，９９４

－１６，７３４
５，１０７
－７７３

－５０，９３３
－５０，８９５
－１０，５９５
－１５，３６８
－１４，３３３
－１０，６００
－３９

５６，４４６
８９４
－

（出所） 表１に同じ。

６ 国家財政 （単位：１０億ウォン）

２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７
総 収 入
総 支 出 ・ 純 融 資
う ち 純 融 資
統 合 財 政 収 支

１５８，７１２
１３６，０４７
４３６

２２，６６５

１７１，９４５
１６４，３０３
－２，５０９
７，６４２

１７８，７６０
１７３，５３８
１，３９８
５，２２２

１９１，４４６
１８７，９４６
３，０２４
３，５０１

２０９，５７３
２０５，９２８
５，７４６
３，６４６

２４３，６３３
２０９，８１０
７，１０７
３３，８２３

補 � 財 源（国内）
補 � 財 源（海外）

－２２，１０３
－５６２

－１，４８４
－６，１５９

－２，５９２
－２，６３０

－７１８
－２，７８３

－２，８０２
－８４４

－３３，０１８
－８０５

（出所） 表１に同じ。

２００８年 主要統計
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